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Ⅰ．本資料の目的 

1. 当委員会は、2024年 3月 29日に、次の公開草案（以下あわせて「本公開草案」という。）

を公表した。 

(1) サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適

用（案）」（以下「適用基準案」という。） 

(2) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1 号「一般開示基準（案）」（以下

「一般基準案」という。） 

(3) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2号「気候関連開示基準（案）」（以

下「気候基準案」という。） 

2. 本公開草案のコメント期間は 2024 年 7 月 31 日までであり、本公開草案に対して 100 通

を超えるコメントが寄せられた。 

3. 本資料は、本公開草案に寄せられたコメントのうち、経過措置に関する検討を行うこと

を目的としている。ただし、本公開草案において提案した経過措置に関する定めのうち、

次のものについては、審議事項 A1-5「自発的なフル適用の場合における別段の定め」に

おいて検討を行っている。 

(1) 自発的なフル適用の場合の経過措置 

(2) 「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行っていた企業が法令に従い開

示を行うこととなった場合」の経過措置 

4. なお、前項の「自発的なフル適用」とは、審議事項 A1-4「『任意でサステナビリティ開

示基準に従った開示を行う場合』」で検討した意味において用いている。 

Ⅱ．事務局による提案の要約 

5. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである（後述の第 15 項参照）。 

(1) 当委員会が公表するサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ 基準」という。）に従

い開示を行うことを要求又は容認する法令に従い開示を行う場合の経過措置に関し

て、本公開草案の提案を維持する。（本公開草案から変更なし） 
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Ⅲ．これまでの議論 

6. 本公開草案では、経過措置に関して、次の事項を定めることを提案している。 

(1) 基準を適用する最初の年次報告期間において、比較情報を開示しないことができる。

この経過措置を適用する場合、その旨を開示しなければならない（適用基準案第 96

項、一般基準案第 42項及び気候基準案第 103項）。 

(2) 基準を適用する最初の年次報告期間において、「気候基準」に準拠して気候関連のリ

スク及び機会のみについての情報を開示することができる。この場合、気候関連のリ

スク及び機会についての情報の開示に関連する限りにおいて、「適用基準」の定めを

適用しなければならない。この経過措置を適用する場合、その旨を開示しなければな

らない（適用基準案第 97項）。 

(3) (2)の経過措置を適用する場合、次のいずれも要求されない（適用基準案第 98項）。 

① 基準を適用する最初の年次報告期間における、気候関連のリスク及び機会に関

する比較情報の開示（上記(1)参照） 

② 基準を適用する 2 年目の年次報告期間における、気候関連のリスク及び機会以

外のサステナビリティ関連のリスク及び機会に関する比較情報の開示（下記(4)

参照） 

(4) 上記(2)を適用し、基準を適用する最初の年次報告期間において、「気候基準」に準

拠して気候関連のリスク及び機会のみについての情報を開示する場合、基準を適用

する 2 年目の年次報告期間において、気候関連のリスク及び機会以外のサステナビ

リティ関連のリスク及び機会に関する比較情報を開示しないことができる。この経

過措置を適用する場合、その旨を開示しなければならない（一般基準案第 43 項）。 

(5) 基準を適用する最初の年次報告期間においてのみ、次のいずれか又は両方の経過措

置を適用することができる。この経過措置を適用する場合、その旨をそれぞれ開示し

なければならない（気候基準案第 104項）。 

① 基準を適用する最初の年次報告期間の直前の年次報告期間において、温室効果

ガス排出の測定に「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」

又は法域の当局若しくは企業が上場する取引所が要求している方法（気候基準

案第 51項ただし書き）以外の測定方法を用いていた場合、当該測定方法を用い

ることができる。この場合、温室効果ガス排出の測定方法及び測定アプローチに

関する開示について、気候基準案第 64項に従い開示を行わなければならない。 
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② スコープ 3温室効果ガス排出（気候基準案第 49項(3)）（ファイナンスド・エミ

ッションに関する追加的な情報（気候基準案別紙 C）を含む。）を開示しないこ

とができる。 

(6) 上記(5)の経過措置を適用した場合、その後の報告期間において比較情報として情報

を表示するにあたり、上記(5)の経過措置を引き続き適用することができる。この経

過措置を適用する場合、その旨をそれぞれ開示しなければならない。（気候基準案第

105項） 

7. 本資料第 6 項に記載した本公開草案の提案は、IFRS サステナビリティ開示基準（以下

「ISSB基準」という。）の経過措置を取り入れたものである。ただし、IFRS S1号「サス

テナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」（以下「IFRS S1 号」とい

う。）に定める経過措置のうち、IFRS S1号を適用する最初の年次報告期間に限り、関連

する財務諸表を公表した後にサステナビリティ関連財務開示を報告することを容認する

という経過措置（IFRS S1 号 E4項）については、一定の条件を満たす場合に、関連する

財務諸表と同時に報告しないことができる（適用基準案第 69項ただし書き）としている

ため、取り入れないことを提案している。 

Ⅳ．寄せられたコメントの分析 

（寄せられたコメント） 

8. 本公開草案における提案に対しては、幅広い利害関係者から賛成するコメントが寄せら

れた。 

(1) 国際的な基準に整合した経過措置であり、我が国の非財務情報開示についての状況

に則した措置であると考えられる。 

例えば、保証制度の適用延期又は経過措置の延長のような、追加の報告免除又は適

用（又はこの両方）の可能性を考慮すると、SSBJ 及び市場の規制当局が、可能な限

り ISSB基準の適時の適用をフォローし、整合性を求め続けることを奨励する。（利

用者、作成者及びその他の利害関係者1（団体）） 

(2) 金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グル

ープ」（以下「WG」という。）においては、東証プライム市場の時価総額の大きい企

業から段階的な強制適用を行うことが検討されている。本公開草案において、(a)法

令に従い開示を行う場合、(b)任意で開示を行う場合、(c)任意開示から法令に従う開

 
1 利用者、作成者又は保証業務実施者のいずれにも該当しないコメント提出者を「その他の利害関係者」

としている。 
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示に移行する場合に分けて経過措置を検討していることは、WG の議論の内容と整合

しており、また経過措置の内容も適切と考える。（利用者及び作成者） 

(3) 本来的には初年度からの開示が望ましいものの、比較情報に関して投資先企業及び

開示に関連する取引先等の負担を軽減する必要性を踏まえると、初年度の円滑な基

準導入のためには必要な措置と考える。（利用者） 

(4) 導入初年度において気候関連のリスク及び機会やスコープ 3 排出量といった項目に

関する「（時系列の）比較情報」に対して経過措置（初年度は開示、過年度は猶予）

を導入することは企業の開示負担を軽減させるという点で賛成する。（利用者） 

(5) サステナビリティ開示情報の収集実務に混乱が予想されることから経過措置の適用

を希望する。実務スケジュール上、開示対応に期間を要し、経過措置を適用する可能

性がある。特に比較情報に関して、開示初年度の前年は監査対象外との認識であり、

一定の猶予が望ましい。（作成者） 

9. 一方、次のように、経過措置を認める期間を 1年に限定すべきではないとのコメントや、

経過措置に関する定めを追加すべきとのコメントも寄せられた。 

経過措置を認める期間を 1年に限定すべきではないとのコメント 

(1) 今回提案された経過措置に関しては同意しない。必要な実務対応が具体的に明確に

なっておらず、経過措置適用期間として初年度のみで十分であるかは判断できない

ため、1年間と限定するのではなく、開示基準の開発の状況や実務の対応状況等を見

ながら複数年の期間を設定するなど、柔軟な対応をお願いしたい。（作成者） 

(2) 気候基準案の経過措置につき、スコープ 3 の開示は、ISSB 基準では 1 年の猶予が認

められていると認識しており、SSBJ 基準においても少なくとも同様の経過措置を定

めていただきたい。現時点の要求事項案では、経過措置が何年程度必要かを推定でき

る段階にない。スコープ 3 については推計や独自のシナリオが含まれ、その算定内

容は発展途上であることが想定される。計算方法の見直しも毎年実施する可能性も

ある。有価証券報告書の提出に間に合うように取りまとめることが困難に感じる。

（作成者） 

(3) 本提案は条件付きで賛成する。条件は「基準を適用する最初の年次報告期間に加え、

報告期間の 3期目までは緩和的措置が取られること」である。（作成者） 

(4) CSRDと同様に、SSBJがスコープ 3報告の段階的アプローチを開発することを推奨す

る。ここでは、企業はできるだけ早くプロセスを開始し、データの収集、管理及び報
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告を段階的に改善していくことが奨励される。同様の段階的アプローチは、GHGプロ

トコルのフレームワークにも見られ、時間の経過とともにスコープ 3 排出の完全な

インベントリを目指す企業にとって明確な出発点を提供する。（作成者） 

経過措置に関する定めの追加を求めるコメント 

(5) 経過措置に追加すべき項目（短期/中期/長期の将来における財務的影響など、不確実

性の高い定量情報の開示等）の有無や適用時期については、セーフハーバー・ルール

の整備状況や、諸外国を含む実務の動向も踏まえて、本基準の最終化までの過程にお

いて継続して検討すべきである。（作成者） 

(6) 企業は報告の初年度に経過措置を採用することが許容される場合があるが、それら

の項目の開示を延期することが正当である理由を説明することが求められるべきで

ある。（利用者） 

(7) 適用基準案第 69項における財務諸表との同時の報告については、開示当初の混乱も

予想されることから経過措置の適用が望まれる。（作成者） 

(8) SSBJ 基準案では、報告初年度の比較情報及び気候関連のリスク及び機会を開示しな

いことが容認されているが、次年度以降において、どのように完全な準拠を達成する

意図があるかを概説するロードマップ又は計画を企業が提供することを推奨する。

これは、企業に大きな負担をかけることなく、透明性及び積極的な計画を奨励し、プ

ロセスを開始し、時間をかけて改善することを促すことを意図している。（作成者） 

（事務局による分析） 

10. SSBJ 基準は、金融商品取引法上の法定書類である有価証券報告書において提供されるサ

ステナビリティ関連財務開示を念頭に置きつつも、金融商品取引法以外の法令によりサ

ステナビリティ関連財務開示を作成する場合にも適用可能な基準を開発するとの方針に

基づき、開発を行っている。 

11. SSBJ基準の適用対象企業や適用時期については、SSBJ基準に従いサステナビリティ関連

財務開示を作成することを要求又は容認する法令においてそれぞれ定めることが考えら

れるため、本公開草案における提案には含めていない。 

12. 経過措置については、SSBJ基準の開発にあたっての基本的な方針に従い、ISSB基準と同

様の取扱いを定めることが考えられるが、そこからさらに経過措置を認める期間や経過

措置の対象とする項目を拡大するかどうかについては、SSBJ 基準に従いサステナビリテ

ィ関連財務開示を作成することを要求又は容認する法令においてそれぞれ SSBJ基準に上



 
  審議事項 A1-6 

 

6/6 

乗せして定めることが考えられる。このため、SSBJ 基準では、経過措置を認める期間を

延長したり、追加の経過措置を定めたりすることはしないことが考えられる。 

13. ただし、ISSB 基準における経過措置のうち、関連した財務諸表を公表した後にサステナ

ビリティ関連財務開示を報告することを認めるという経過措置（IFRS S1号 E4項）につ

いては、適用基準案において、サステナビリティ関連財務開示及び関連する財務諸表を

同時に報告することを原則として求めつつも、一定の条件を満たす場合に同時に報告し

ないことを認める定めを置くことを提案している（適用基準案第 69項）ため、SSBJ基準

に取り入れないことが考えられる。 

14. 以上を踏まえ、本公開草案の提案を修正しないことが考えられるがどうか。 

Ⅴ．事務局による提案 

15. 以上の検討を踏まえ、経過措置に関して、次のようにすることが考えられるがどうか。 

(1) SSBJ 基準に従い開示を行うことを要求又は容認する法令に従い開示を行う場合の経

過措置に関して、本公開草案の提案を維持する。（本公開草案から変更なし） 

 

ディスカッション・ポイント 

経過措置に関する事務局の提案（本資料第 15項参照）について、ご質問やご意見があればい

ただきたい。 

 

以 上 


